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連結子会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社100％出資の連結子会社である株式会社オー・ピー・エムを吸収合

併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、100％子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

 株式会社オー・ピー・エムは、当社の子会社７社の株式を保有する持株会社で、当社の完全子会社です。

今般、同社を当社に合併させることで、経営のスピードアップと効率化を図るものです。 

 

２． 合併の要旨 

(1) 会社合併の日程 

合併決議取締役会 平成29年７月28日 

合併契約締結 平成29年７月28日 

合併期日（効力発生日） 平成29年10月１日（予定） 

なお、本合併は、当社においては会社法第796条第２項に定める簡易合併であり、合併契約承認株主

総会を開催いたしません。株式会社オー・ピー・エムにおいては、会社法第 783 条に定める通り合併

契約承認株主総会を開催します。 

 

(2) 合併方式 

当社を存続会社、株式会社オー・ピー・エムを消滅会社とする吸収合併方式で、株式会社オー・ピー・

エムは解散します。 

 

(3) 合併に係る割当の内容 

 本合併は完全親子会社間で行われるため、本合併に際して、株式の割当その他の対価の交付は行い

ません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 消滅会社は、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

 

 

 

 

会社名 沖 電 気 工 業 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長執行役員 鎌上信也 

コード番号 ６ ７ ０ ３  東 証 第 １ 部 

問合せ先 I R 室 長  山 内  篤 

電話番号 0 3 - 3 5 0 1 - 3 8 3 6 

a110631
スタンプ



３． 会社合併当事会社の概要 

（１）商号 沖電気工業株式会社（存続会社） 株式会社オー・ピー・エム（消滅会社）

（２）本店所在地 東京都港区虎ノ門1-7-12 東京都港区虎ノ門1-7-12 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 

 鎌上 信也 

代表取締役社長  

布施 雅嗣 

（４）事業内容 電子通信・情報処理・ソフトウェアの

製造・販売およびこれらに関するシス

テムの構築・ソリューションの提供、

工事・保守およびその他サービスなど

電源・機構部品・筐体・金型に関わる設

計、製造、販売、および販売物流サービ

スの提供を営む会社の株式を保有し、当

該会社の事業活動を支配・管理する。 

（５）資本金 

（平成29年3月31日現在）

44,000百万円 90百万円 

（６）設立年月日 昭和24年11月 1日 平成13年2月26日 

（７）発行済株式数 

（普通株式） 

（平成29年3月31日現在）

87,217,602株        5,800株 

（８）決算期 3月31日 3月 31日 

（９）大株主および持株比率

（普通株式） 

（平成29年3月31日現在）

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行 

株式会社（信託口）     4.6% 

沖電気工業株式会社      100% 

MSIP CLIENT SECURITIES   4.3% 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行 

株式会社（信託口）     3.9% 

MACQUARIE BANK LIMITED-MBL LONDON 

BRANCH           3.4％ 

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

 ACCOUNT ESCROW       2.7％ 

沖電気ｸﾞﾙｰﾌﾟ従業員持株会  2.1% 

（１０）直前事業年度の財政状態及び経営成績（平成29年3月期） 

純資産  97,215百万円（連結） 277百万円 

総資産 360,724百万円（連結） 282百万円 

1株当たり純資産 1,115.68円（連結） 47,719円 

売上高 451,627百万円（連結） 0百万円 

営業利益又は営業損失(△) 2,545百万円（連結） △1百万円 

経常利益又は経常損失(△) △2,366百万円（連結） 20百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 

4,691百万円（連結） 78百万円 

1株当たり当期純利益 54.03円（連結） 13,459円 

 

４． 本合併後の当社の状況 

商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金および決算期いずれも本合併による変更は

ありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績へ与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


